
○佐久穂町商工業雇用促進助成金交付要綱
平成30年６月１日告示第36号

改正
令和２年３月４日告示第15号

佐久穂町商工業雇用促進助成金交付要綱
（趣旨）

第１条　この告示は、町内の中小企業における雇用を促進するため、佐久穂町商工業雇用促進
助成金（以下「助成金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとす
る。
（定義）

第２条　この告示において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　中小企業　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号及び第５項に
規定するものをいう。
(２)　対象労働者　次に掲げる事項の全てに該当する者をいう。
ア　雇用期間の定めがない雇用契約を事業主と締結し、一週間の所定労働時間が30時間以
上の者で、当該雇用契約により雇用保険法（昭和49年法律第116号）、健康保険法（大
正11年法律第70号）及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の被保険者の資格を
取得しているもの
イ　雇用日の年齢が60歳未満である者
ウ　雇用契約を締結した事業主又はその関連会社に当該雇用契約日以前３年以内に雇用さ
れていない者
エ　事業主の３親等以内の親族でない者
オ　令和７年３月31日までに雇用された者
カ　佐久穂町商工業雇用促進助成金の交付対象労働者となったことがない者
(３)　事業主　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第５条第１項に規定する適用事業（風
俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定
する営業を除く。）を行い、その登録を公共職業安定所で行っている者
（交付対象者）

第３条　助成金の交付を受けることができる者は、町内に事務所、事業所又は営業所を有する
中小企業で、次の各号の全てに該当する事業主とする。
(１)　対象労働者を１年を超えて雇用した者
(２)　対象労働者の雇用日前６月以内に事業主の都合による解雇をしていない者
(３)　雇用日以前３年以内に、労働基準法（昭和22年法律第49号）その他の労働関係法令に
違反したことがない者
(４)　町税の滞納がない者
（助成金の額）

第４条　助成金の額は、雇用日以降１年を超えて佐久穂町に住民基本台帳法（昭和42年法律第
81号）における住民登録をしている対象労働者１人につき30万円とし、その他の対象労働者
については１人につき10万円とする。
（助成金の交付申請）

第５条　助成金の交付を受けようとする事業主は、対象労働者の雇用後、速やかに、佐久穂町
商工業雇用促進助成金交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。
（助成金の交付決定）

第６条　町長は、前条による交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めた
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ときは、佐久穂町商工業雇用促進助成金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）を交付し
て通知する。
（実績報告及び確認）

第７条　事業主は、対象労働者の雇用日から起算して６月を経過した日及び１年を経過した日
からいずれも30日以内に、佐久穂町商工業雇用促進助成金雇用実績報告書（様式第３号）を
町長に提出しなければならない。

２　町長は、前項の規定による報告があったときは、その内容について現地調査等必要な調査
を行う。
（助成金の確定）

第８条　町長は、前条の規定による実績報告及び確認を行い、交付すべき助成金の額を確定
し、佐久穂町商工業雇用促進助成金交付（不交付）確定通知書（様式第４号）を交付して通
知するものとする。
（助成金の請求）

第９条　交付対象者は、前条による助成金交付確定通知書を受理したときは、速やかに佐久穂
町商工業雇用促進助成金交付請求書（様式第５号）を町長に提出するものとする。
（確定の取消し）

第10条　町長は、次の各号のいずれかに該当する事由があったことを認めたときは、助成金の
交付の確定を取り消し、佐久穂町商工業雇用促進助成金交付確定取消通知書（様式第６号）
を交付して事業主に通知するものとする。
(１)　事業主が偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。
(２)　交付後、助成金の交付要件を満たしていない事由が発生したとき。
(３)　交付後６月以内に、常用雇用者を事業主の都合による解雇をしたとき。
(４)　その他町長が助成金の交付を不適当と認めたとき。
（助成金の返還）

第11条　町長は、助成金の交付を取り消した場合、期限を定めてその返還を求めることができ
るものとする。
（その他）

第12条　この告示に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定め
る。
附　則

（施行期日）
１　この告示は、公布の日から施行し、平成30年４月１日から適用する。
（失効）

２　この告示は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。ただし、令和８年３月31日までに
第８条の規定による額の確定をした助成金については、同日後もなおその効力を有する。
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様式第１号（第５条関係）
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様式第２号（第６条関係）
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様式第３号（第７条関係）
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様式第４号（第８条関係）
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様式第５号（第９条関係）
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様式第６号（第10条関係）
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